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この号で公布された条例のあらまし

◇秋田県行政手続条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３号）

１ 行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、県の機関が許認可等をする権限又は許認可等に基づく処分等を

する権限を行使し得る旨を示すときは、その相手方に対して、当該権限を行使し得る根拠を示さなければならないこ

ととした。（第３３条関係）

２ 法令に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる規定が法律又は条例に置かれているものに限る。）

の相手方は、当該行政指導が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと思料するときは、当該行政指導をした

県の機関に対し、その旨を申し出て、当該行政指導の中止その他必要な措置をとることを求めることができることと

し、申出を受けた県の機関は、必要な調査を行い、当該行政指導が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと

認めるときは、当該行政指導の中止その他必要な措置をとらなければならないこととした。（第３５条関係）

３ 何人も、法令に違反する事実がある場合において、その是正のためにされるべき処分又は行政指導（その根拠とな

る規定が法律又は条例に置かれているものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分又は行政指導をする

権限を有する行政庁又は県の機関に対し、その旨を申し出て、当該処分又は行政指導をすることを求めることができ

ることとし、申出を受けた行政庁又は県の機関は、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると認めるときは、

当該処分又は行政指導をしなければならないこととした。（第３６条関係）

４ その他所要の規定の整備を行うこととした。

５ 施行期日等

 この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ 秋田県県税条例（昭和２９年秋田県条例第２４号）及び秋田県民の消費生活の安定及び向上に関する条例（昭和

５１年秋田県条例第４号）について所要の規定の整理を行うとともに、同条例の一部改正に伴う経過措置を規定す

ることとした。

◇◇

◇職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第４号）

１ 引用している国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）において準用する独立行政法人通則法（平成１１年法

律第１０３号）の条項を改めることとした。（附則第３１項関係）

２ 施行期日

この条例は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成２６年法

律第６７号）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県標準事務関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第５号）

１ 歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）第１６条及び地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第１７条の規定による改正前の歯科技工法の一部を

改正する法律（昭和５７年法律第１号）附則第２条第１項の規定に基づく歯科技工士国家試験合格証明書の交付の申

請をする者から引き続き手数料を徴収することとした。（第８条関係）

２ 引用している「宅地建物取引主任者資格試験」を「宅地建物取引士資格試験」に、「宅地建物取引主任者資格登録簿」

を「宅地建物取引士資格登録簿」に、「取引主任者証」を「宅地建物取引士証」に改めることとした。（第２６条関係）

３ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。
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◇◇

◇秋田県県税条例の一部を改正する条例（秋田県条例第６号）

１ 県民税

 平成２８年度以後の各年度分の個人の県民税から控除する特例控除額について、県民税の所得割の額の１００分

の２０（現行１００分の１０）に相当する金額を限度とすることとした。（第３６条の２関係）

 個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除について、その対象となる家屋の居住年の期限を平成３１年（現行平

成２９年）まで延長することとした。（附則第４条の２の２及び第２８条関係）

 申告特例通知書の送付があった場合、寄附金税額控除額に加え、当該寄附金を支出した者の所得に応じて算出し

た申告特例控除額を、個人の県民税から控除することとした。（附則第６条関係）

２ 事業税

平成２７年４月１日以後に開始する事業年度における資本金の額又は出資金の額１億円超の普通法人の事業税の税

率を、次のとおりとすることとした。（第５１条及び附則第１４条の２の３関係）

 付加価値割

１００分の０．７２（現行１００分の０．４８）

 資本割

１００分の０．３（現行１００分の０．２）

 所得割

① 所得のうち年４００万円以下の金額 １００分の１．６（現行１００分の２．２）

② 所得のうち年４００万円を超え年８００万円以下の金額 １００分の２．３（現行１００分の３．２）

③ 所得のうち年８００万円を超える金額 １００分の３．１（現行１００分の４．３）

３ 不動産取得税

 住宅及び土地の取得に係る税率を１００分の３（本則１００分の４）とする特例措置の適用期限を平成３０年３

月３１日（現行平成２７年３月３１日）まで延長することとした。（附則第１５条関係）

 心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）

に規定する助成金等の支給を受けて取得する一定の事業の用に供する施設及び高齢者の居住の安定確保に関する法

律（平成１３年法律第２６号）に規定するサービス付き高齢者向け住宅である一定の新築貸家住宅の用に供する土

地の取得に係る税額の減額措置の適用期限を平成２９年３月３１日（現行平成２７年３月３１日）まで延長するこ

ととした。（附則第１６条関係）

 宅地建物取引業者が、改修工事対象住宅の取得後２年以内に、一定の改修工事を行った後、当該住宅を個人に対

し譲渡し、当該個人がその者の居住の用に供した場合について、当該宅地建物取引業者による取得が平成２９年３

月３１日までに行われた場合に限り、一定の税額を減額する特例措置を講ずることとした。（附則第１６条関係）

 宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置の適用期限を平成３０年３月３１日（現行

平成２７年３月３１日）まで延長することとした。（附則第１６条の２関係）

４ 自動車取得税

 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得に係る税率

の特例措置について、軽減対象を見直した上、その適用期限を平成２９年３月３１日（現行平成２７年３月３１日）

まで延長することとした。（附則第１８条の４関係）

 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車で初めて新規登録等を受けるもの以外のものの取得

に係る課税標準の特例措置について、控除額及び軽減対象を見直した上、その適用期限を平成２９年３月３１日（現

行平成２７年３月３１日）まで延長することとした。（附則第１８条の６関係）
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 路線バス等のうち、一定のノンステップバス又はリフト付きバスで初めて新規登録等を受けるものの取得に係る

課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日（現行平成２７年３月３１日）まで延長することとした。（附

則第１８条の６関係）

 一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者がその事業の用に供する乗用車のうち、一定のユニバーサルデザイン

タクシーで初めて新規登録等を受けるものの取得に係る課税標準の特例措置の適用期限を平成２９年３月３１日

（現行平成２７年３月３１日）まで延長することとした。（附則第１８条の６関係）

 車両安定性制御装置及び衝突被害軽減制動制御装置を備える自動車で初めて新規登録等を受けるものの取得につ

いて、取得価額から一定の額を控除する特例措置を講ずることとした。（附則第１８条の６関係）

５ 狩猟税

 引用している鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）の題名を「鳥獣の保護及び

管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改めることとした。（第１９５条及び第１９８条関係）

 狩猟者登録の申請書を提出する日前１年以内の期間に、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の

許可を受け、当該許可に係る鳥獣の捕獲等を行った者が受ける狩猟者の登録が、平成２７年４月１日から平成３１

年３月３１日までの間に行われた場合においては、当該狩猟者に係る税率を２分の１とする特例措置を講ずること

とした。（附則第２５条関係）

 狩猟者登録の申請書を提出する日前１年以内の期間に、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に

規定する従事者（認定鳥獣捕獲等事業者の従事者を除く。）として従事者証の交付を受けて、当該従事者証に係る鳥

獣の捕獲等を行った者が受ける狩猟者の登録が、平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に行われ

た場合においては、当該狩猟者に係る税率を２分の１とする特例措置を講ずることとした。（附則第２５条関係）

６ その他所要の規定の整備を行うこととした。

７ 施行期日等

 この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。ただし、５は、同年５月２９日から施行すること

とした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

⑶ 半島振興対策実施地域における県税の不均一課税に関する条例（平成元年秋田県条例第８号）について所要の規

定の整理を行うこととした。

◇◇

◇秋田県県税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第７号）

１ 地方消費税の税率の７８分の２２への引上げの施行期日を平成２９年４月１日（現行平成２７年１０月１日）とす

ることとした。（附則第１項関係）

２ その他所要の規定の整理を行うこととした。

３ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県情報公開条例及び秋田県個人情報保護条例の一部を改正する条例（秋田県条例第８号）

１ 秋田県情報公開条例（昭和６２年秋田県条例第３号）の一部改正（第１条による改正）

⑴ 引用している独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）の条項を改めることとした。

⑵ 引用している「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めることとした。

 その他所要の規定の整理を行うこととした。

２ 秋田県個人情報保護条例（平成１２年秋田県条例第１３８号）の一部改正（第２条による改正）
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 引用している独立行政法人通則法の条項を改めることとした。

 引用している「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改めることとした。

 その他所要の規定の整理を行うこととした。

３ 施行期日

この条例は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成２６年法律第６６号）の施行の日（平成２７年４月

１日）から施行することとした。

◇◇

◇市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第９号）

１ 権限移譲対象事務等に次の事務を加えることとした。

 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第３９条の

２第２項ただし書の規定による高度管理医療機器等営業所管理者の兼務の許可（第７条及び別表第４１の２関係）

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第６項の規定による保育所の設置の認可の諮問（別表第２８

関係）

 児童福祉法第５９条第１項の規定による同法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務を目的とする施

設の設置者等からの報告の徴収等（別表第２８の２関係）

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条第２項の規定による建築主事への国等の建築物に関する計画

の通知の受理、同条第２４項第１号及び第２号の規定による国等の建築物の仮使用の認定の申請の受理並びに建築

基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１６第２号の規定による既存の建築物の移転の特例の認

定の申請の受理（別表第８５第２７号関係）

２ 経由事務から次の事務を除くこととした。

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第３９条第１項の規定による高度管理医療機

器等の販売業等の許可の申請の受理等（別表第８５第１９号関係）

３ その他所要の規定の整理を行うこととした。

４ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。ただし、１及び３（別表第８５第２７号から第２

９号までに係る部分に限る。）は、同年６月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸与条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１０号）

１ 社会福祉士及び介護福祉士修学資金の貸与を受けることができる者が在学する指定養成施設に関し所要の規定の整

理を行うこととした。（第２条関係）

２ 施行期日

この条例は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

２６年法律第５１号）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（秋田県条

例第１１号）

１ 指定訪問介護事業者が介護予防・日常生活支援総合事業の第一号訪問事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、

かつ、指定訪問介護の事業と当該第一号訪問事業とが一体的に運営されている場合は、市町村が定める当該第一号訪

問事業の人員並びに設備及び備品に関する基準を満たすことをもって、指定訪問介護の事業の人員並びに設備及び備
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品に関する基準を満たしているとみなすことができることとした。（第４条及び第６条関係）

２ 指定通所介護事業者が介護予防・日常生活支援総合事業の第一号通所事業に係る指定事業者の指定を併せて受け、

かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが一体的に運営されている場合は、市町村が定める当該第一号通

所事業の人員並びに設備及び備品に関する基準を満たすことをもって、指定通所介護の事業の人員並びに設備及び備

品に関する基準を満たしているとみなすことができることとした。（第６８条及び第７０条関係）

３ 指定通所介護事業者が、指定通所介護の事業の用に供する設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサー

ビスを提供する場合には、当該サービスの内容を当該サービスの提供前に知事に届け出ることとした。（第７０条関係）

４ 指定通所介護事業者は、指定通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、必要な措置を講じなけ

ればならないこととした。（第７５条の２関係）

５ 指定療養通所介護事業者が、指定療養通所介護の事業の用に供する設備を利用し、夜間及び深夜に指定療養通所介

護以外のサービスを提供する場合には、当該サービスの内容を当該サービスの提供前に知事に届け出ることとした。

（第８２条関係）

６ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、必要な措置を

講じなければならないこととした。（第８８条関係）

７ 利用者の状況又は利用者の家族等の事情により、緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対

し、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、定員を超えて、静養室において指定短期入所生

活介護を行うことができることとした。（第１１２条関係）

８ 基準該当短期入所生活介護事業所に併設しなければならない事業所に、指定小規模多機能型居宅介護事業所を加え

ることとした。（第１２３条関係）

９ 養護老人ホームが指定特定施設入居者生活介護の事業を行う場合について、当該事業は外部サービス利用型指定特

定施設入居者生活介護の事業に限らないこととした。（第１６０条関係）

10 その他所要の規定の整備を行うこととした。

11 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１２号）

１ 指定介護予防訪問介護及び指定介護予防通所介護が介護予防・日常生活支援総合事業に移行することに伴い、これ

らの事業の人員、設備及び運営に関する基準を廃止することとしたとともに、所要の規定の整備を行うこととした。（第

２章及び第７章関係）

２ 利用者の状況又は利用者の家族等の事情により、緊急に指定介護予防短期入所生活介護を受けることが必要と認め

た者に対し、当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、定員を超えて、静養室において指定介

護予防短期入所生活介護を行うことができることとした。（第１００条関係）

３ 基準該当介護予防短期入所生活介護事業所に併設しなければならない事業所に、指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所を加えることとした。（第１１４条関係）

４ 引用している介護保険法（平成９年法律第１２３号）の条項を改めることとした。（第１４０条、第１６４条及び第

１７５条関係）

５ 養護老人ホームが指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う場合について、当該事業は外部サービス利用

型指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業に限らないこととした。（第１５４条関係）
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６ その他所要の規定の整備を行うこととした。

７ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例附則第２項及び第５項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同条例による改正前の秋田県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

（秋田県条例第１３号）

１ 旧指定介護予防通所介護事業者が、旧指定介護予防通所介護の事業の用に供する設備を利用し、夜間及び深夜に指

定介護予防通所介護以外のサービスを提供する場合には、当該サービスの内容を当該サービスの提供前に知事に届け

出ることとした。（第７０条の２関係）

２ 旧指定介護予防通所介護事業者は、旧指定介護予防通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、

必要な措置を講じなければならないこととした。（第７４条の２関係）

３ その他所要の規定の整備を行うこととした。

４ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（秋田県条例第

１４号）

１ 一定の要件に適合する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が、地域において児童発達支援が提供されていない

ことその他の地域における児童発達支援の提供の状況により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対し指定看

護小規模多機能型居宅介護のうち通いサービスを提供する場合には、当該通いサービスを基準該当児童発達支援と、

当該通いサービスを行う指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を基準該当児童発達支援事業所とみなすこととし

た。（第３４条の２関係）

２ 主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所の従業者として嘱託医、看護師等を置かなけ

ればならないこととした。（第４３条関係）

３ 主として重症心身障害児を通わせる指定放課後等デイサービス事業所の利用定員を５人以上とすることができるこ

ととした。（第４５条関係）

４ その他所要の規定の整理を行うこととした。

５ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（秋田

県条例第１５号）

１ 一定の要件に適合する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が、地域において生活介護が提供されていないこと

その他の地域における障害福祉サービスの提供の状況により生活介護を受けることが困難な障害者に対し指定看護小

規模多機能型居宅介護のうち通いサービスを提供する場合には、当該通いサービスを基準該当生活介護と、当該通い
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サービスを行う指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を基準該当生活介護の事業を行う事業所とみなすこととし

た。（第５２条関係）

２ 基準該当短期入所の事業を行う者に係る要件に、基準該当生活介護又は基準該当児童発達支援若しくは基準該当放

課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受

けた障害者又は障害児に対し指定看護小規模多機能型居宅介護のうち宿泊サービスを提供する指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者であることを加えることとした。（第６３条関係）

３ 地域移行支援型ホームに関する特例について定めることとした。（附則第３項～第６項関係）

４ その他所要の規定の整理を行うこととした。

５ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県調理師免許等手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１６号）

１ 引用している調理師法（昭和３３年法律第１４７号）の条項を改めることとした。（第２条関係）

２ 施行期日

この条例は、地域の自主性及び自主性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

２６年法律第５１号）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県地域自殺対策緊急強化臨時対策基金条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１７号）

１ 秋田県地域自殺対策緊急強化臨時対策基金の設置期限を平成２８年３月３１日（現行平成２７年３月３１日）に延

長することとした。（附則第２項関係）

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県がん対策推進条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１８号）

１ がん診療連携拠点病院等に、厚生労働大臣が指定する特定領域がん診療連携拠点病院及び地域がん診療病院を加え

ることとした。（第１１条関係）

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例（秋田県条例第１９号）

１ 看護職員修学資金の貸与を受けることができる者が在学する養成施設に関し所要の規定の整理を行うこととした。

（第１条の２関係）

２ 施行期日

この条例は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

２６年法律第５１号）の施行の日（平成２７年４月１日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県歯科衛生士修学資金貸与条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２０号）

１ 歯科衛生士修学資金の貸与を受けることができる者が在学する養成施設に関し所要の規定の整理を行うこととし

た。（第２条関係）

２ 歯科衛生士修学資金の貸与を受けている者が将来業務に従事した場合にその返還が免除されることとなる特定施設
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等の要件を廃止することとした。（第２条及び第６条～第８条関係）

３ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県第一種フロン類回収業者登録等手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２１号）

１ 題名を「秋田県第一種フロン類充塡回収業者登録等手数料徴収条例」に改めることとした。

２ 引用している特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（平成１３年法律第６４号）に

ついて、題名を「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に改めるとともに、その条項を改めるこ

ととした。（第１条関係）

３ 第一種フロン類充塡回収業者の登録又は登録の更新の申請に係る手数料の額は、１件につき４，０００円とするこ

ととした。（第２条関係）

４ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県汚染土壌処理業許可等手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２２号）

１ 題名を「秋田県土壌汚染対策法に基づく指定調査機関指定等手数料徴収条例」に改めることとした。

２ 次の指定等を受けようとする者から手数料を徴収することとし、当該手数料の額について定めることとした。（第１

条関係）

（申請１件につき）

区分 手数料の額

指定調査機関の指定 ３０，９００円

指定調査機関の指定の更新 ２４，８００円

３ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県標準事務関係手数料徴収条例等の一部を改正する条例（秋田県条例第２３号）

１ 秋田県標準事務関係手数料徴収条例（平成１２年秋田県条例第１９号）の一部改正（第１条による改正）

 引用している鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）の題名を「鳥獣の保護及び

管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改めることとした。（第１３条関係）

 その他所要の規定の整理を行うこととした。

２ 秋田県鳥獣飼養登録票交付等手数料徴収条例（平成１２年秋田県条例第７０号）及び秋田県環境影響評価条例（平

成１２年秋田県条例第１３７号）の一部改正（第２条による改正）

次に掲げる条例について、引用している鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の題名を「鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律」に改めることとした。

 秋田県鳥獣飼養登録票交付等手数料徴収条例

 秋田県環境影響評価条例

３ 住民基本台帳法施行条例（平成１４年秋田県条例第４９号）、市町村への権限移譲の推進に関する条例（平成１６年

秋田県条例第７１号）及び秋田県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例（平成２４年秋田県条例第７８号）

の一部改正（第３条～第５条による改正）
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引用している法令の題名を次のとおり改めることとした。

改正前 改正後

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行

（平成１４年環境省令第２８号） 規則

４ 施行期日

この条例は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第４６号）の施行

の日（平成２７年５月２９日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県国営土地改良事業負担金徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２４号）

１ 受益者から負担金を徴収する事業から国営平鹿平野土地改良事業を除くこととした。（第３条及び第４条関係）

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県中小企業設備導入助成資金特別会計条例（秋田県条例第２５号）

１ 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年法律第１４７号）第１５条第１項第３号の規定により独立行政

法人中小企業基盤整備機構から資金の貸付けを受けて行う同号イからニまでに掲げる事業及び独立行政法人中小企業

基盤整備機構に対する同項第４号の資金の貸付け並びに小規模企業の事業活動の活性化のための中小企業基本法等の

一部を改正する等の法律（平成２５年法律第５７号）附則第３条第１項に規定する小規模企業者等設備導入資金貸付

事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、秋田県中小企業設備導入助成資金特別会計を設置することとした。

（第１条関係）

２ この会計においては、貸付金収入、県債、一般会計繰入金その他の諸収入をもってその歳入とし、貸付金、県債の

償還金及び利子、一般会計繰出金その他の諸支出をもってその歳出とすることとした。（第２条関係）

３ 施行期日等

 この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

 この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県立都市公園条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２６号）

１ 都市公園の占用に係る使用料について、都市公園の区分を設けるとともに、その額を引き下げることとした。（別表

関係）

２ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２７号）

１ 道路の占用料に係る所在地の区分を次のとおり改めるとともに、その額を改定することとした。（別表関係）

 第一級地 秋田市の区域

 第二級地 能代市、横手市、大館市、湯沢市、潟上市及び南秋田郡八郎潟町の区域

 第三級地 及び以外の市町村の区域

２ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。



- 10 -

◇◇

◇秋田県長期優良住宅建築等計画認定等手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２８号）

１ 建築をしようとする住宅の構造及び設備が長期使用構造等であることを証する書類として設計住宅性能評価書の写

しを提出する場合の長期優良住宅建築等計画の認定の申請及び同計画の変更の認定の申請に係る手数料の額を次のと

おり引き下げることとした。（別表関係）

⑴ 長期優良住宅建築等計画の認定の申請

区分
手数料の額（１件につき）

改正前 改正後

① 一戸建ての住宅 ４５,０００円 ２０,０００円

② 住戸の総数が５戸以下の共同住宅等 １０２,０００円 ５７,０００円

③ 住戸の総数が６戸以上１０戸以下の共同住宅等 １６３,０００円 ９０,０００円

④ 住戸の総数が１１戸以上３０戸以下の共同住宅等 ３１９,０００円 １６９,０００円

⑤ 住戸の総数が３１戸以上５０戸以下の共同住宅等 ５７１,０００円 ２９２,０００円

⑥ 住戸の総数が５１戸以上１００戸以下の共同住宅等 ９８０,０００円 ４５３,０００円

⑦ 住戸の総数が１０１戸以上２００戸以下の共同住宅等 １,８１１,０００円 ８４３,０００円

⑧ 住戸の総数が２０１戸以上３００戸以下の共同住宅等 ２,５８７,０００円 １,１７２,０００円

⑨ 住戸の総数が３０１戸以上の共同住宅等 ３,１６８,０００円 １,４２９,０００円

⑵ 長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請

区分
手数料の額（１件につき）

改正前 改正後

① 一戸建ての住宅 ２２,５００円 １０,０００円

② 住戸の総数が５戸以下の共同住宅等 ５１,０００円 ２８,５００円

③ 住戸の総数が６戸以上１０戸以下の共同住宅等 ８１,５００円 ４５,０００円

④ 住戸の総数が１１戸以上３０戸以下の共同住宅等 １５９,５００円 ８４,５００円

⑤ 住戸の総数が３１戸以上５０戸以下の共同住宅等 ２８５,５００円 １４６,０００円

⑥ 住戸の総数が５１戸以上１００戸以下の共同住宅等 ４９０,０００円 ２２６,５００円

⑦ 住戸の総数が１０１戸以上２００戸以下の共同住宅等 ９０５,５００円 ４２１,５００円

⑧ 住戸の総数が２０１戸以上３００戸以下の共同住宅等 １,２９３,５００円 ５８６,０００円

⑨ 住戸の総数が３０１戸以上の共同住宅等 １,５８４,０００円 ７１４,５００円

２ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県建築基準法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第２９号）

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１８条の２第１項の規定により指定構造計算適合性判定機関に構造計

算適合性判定を行わせることとしたことに伴い、構造計算適合性判定に係る手数料を廃止することとした。（別表関係）

２ 引用している建築基準法の条項を改めることとした。（別表関係）

３ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の１６第２号の規定による既存の建築物の移転の特例

の認定の申請をする者から手数料を徴収することとした。（別表関係）

４ その他所要の規定の整理を行うこととした。

５ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年６月１日から施行することとした。
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⑵ 秋田県長期優良住宅建築等計画認定等手数料徴収条例（平成２１年秋田県条例第３４号）及び秋田県低炭素建築

物新築等計画認定等手数料徴収条例（平成２４年秋田県条例第８９号）について所要の規定の整理を行うこととし

た。

◇◇

◇秋田県宅地建物取引士証書換え交付等手数料徴収条例（秋田県条例第３０号）

１ 宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第１２号）第１４条の１３第１項の規定による宅地建物取引士証

の書換え交付（氏名の変更に係るものに限る。以下同じ。）を受けようとする者及び同令第１４条の１５第１項の規定

による宅地建物取引士証の再交付を受けようとする者から、手数料を徴収することとした。（第１条関係）

２ 手数料の額は、宅地建物取引士証の書換え交付又は宅地建物取引士証の再交付の申請１件につき４，５００円とす

ることとした。（第２条関係）

３ 手数料は、申請があったときに徴収することとした。（第３条関係）

４ 知事は、特別な理由があると認めたときは、手数料を減免することができることとした。（第４条関係）

５ 既に徴収した手数料は、還付しないこととした。（第５条関係）

６ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県行政財産使用料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３１号）

１ 行政財産の目的外使用に係る使用料の額に係る所在地の区分を次のとおり改めるとともに、その額を改定すること

とした。（別表関係）

 第一級地 秋田市の区域

 第二級地 能代市、横手市、大館市、湯沢市、潟上市及び南秋田郡八郎潟町の区域

 第三級地 及び以外の市町村の区域

２ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３２号）

１ 報酬を支給しない者に関する規定について所要の整備を行うこととした。（第３条関係）

２ 報酬等を支給する特別職の職員で非常勤のものから教育委員会の委員長を除くとともに、所要の規定の整理を行う

こととした。（別表関係）

３ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇秋田県退職年金等および退職一時金等の基礎となるべき在職期間の通算に関する条例及びスポーツに関する事務の管

理及び執行の特例に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３３号）

１ 秋田県退職年金等および退職一時金等の基礎となるべき在職期間の通算に関する条例（昭和３２年秋田県条例第２

７号）の一部改正（第１条による改正）

引用している地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）の一部の条項について所要

の整理を行うこととした。（第１条関係）

２ スポーツに関する事務の管理及び執行の特例に関する条例（平成２１年秋田県条例第８８号）の一部改正（第２条
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による改正）

引用している地方教育行政の組織及び運営に関する法律の条項を改めることとした。

３ 施行期日

この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）の施行

の日（平成２７年４月１日）から施行することとした。

◇◇

◇秋田県教育委員会の委員の定数を定める条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３４号）

１ 秋田県教育委員会の委員の定数を５人（現行６人）とすることとした。

２ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３５号）

１ 次のとおり教員特殊業務手当の日額を引き上げることとした。（第７条関係）

業 務 の 区 分 改 正 前 改 正 後

非常災害時における児童又は生徒の保護等の業務 ６，４００円 ８，０００円

救急業務及び補導業務 ６，０００円 ７，５００円

修学旅行等引率指導業務及び対外運動競技等引率指導業務 ３，４００円 ４，２５０円

部活動指導業務 ２，４００円 ３，０００円

（４時間程度）

２ 部活動指導業務について人事委員会規則で定める時間（６時間）を超えて当該業務に従事した場合における教員特

殊業務手当に係る規定を廃止することとした。（第７条関係）

３ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇教育長の給与及び旅費等に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３６号）

１ 教育長の期末手当に関する規定について所要の整備を行うこととした。（第３条関係）

２ 教育長の退職手当の算出に係る在職月数の上限を３６月（現行４８月）とするとともに、職員の退職手当に関する

条例（昭和２８年秋田県条例第８０号）の規定を準用している規定について所要の整備を行うこととした。（第４条関

係）

３ その他所要の規定の整理を行うこととした。

４ 施行期日等

⑴ この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇

◇学校職員の定数に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３７号）

１ 公立小学校等の職員の定数を次のとおりとすることとした。（第１条～第３条関係）

（単位：人）

区分
職員の定数

改正前 改正後 増減
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公立の小学校及び中学校 校長及び教員 ５，４３２ ５，３１８ △１１４

養護教員 ３５４ ３４１ △１３

栄養教諭及び学校栄養職員 １１３ １０８ △５

事務職員 ３６０ ３５５ △５

県立高等学校 全日制課程 校長、教員、実習助手及び事務職員 ２，１６４ ２，１２９ △３５

その他の職員 ８２ ８２ ０

定時制課程 校長、教員、実習助手及び事務職員 １０８ １０８ ０

その他の職員 ８ ８ ０

通信制課程 教員及び事務職員 １７ １６ △１

その他の職員 １ １ ０

県立特別支援学校 校長、教員、寄宿舎指導員及び事務職員 ９８７ ９９６ ９

その他の職員 ７４ ７４ ０

計 ９，７００ ９，５３６ △１６４

２ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県警察職員定数条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３８号）

１ 職員の定数を次のとおりとすることとした。（第２条関係）

（単位：人）

区分
職員の定数

改正前 改正後 増減

警視 ８９ ８９ ０

警部 １８１ １８１ ０

警部補及び巡査部長 １，１１３ １，１１８ ５

巡査 ５８３ ５８６ ３

警察官以外の職員 ３８８ ３８８ ０

計 ２，３５４ ２，３６２ ８

２ 次に掲げる職員を１の職員の定数の外に置く職員に加えることとした。（第３条関係）

 職員の休職の事由に関する条例（昭和５４年秋田県条例第３号）第２条の規定により休職にされた職員

 職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年秋田県条例第６８号）第２条第１項の規定による承認を受けた

職員

 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年秋田県条例第８９号）第２条第１項の規定による承認を受けた

職員

３ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県公安委員会関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第３９号）

１ 次に掲げる講習の受講に係る手数料の額を改定することとした。（第１３条関係）

 特定任意講習

 チャレンジ講習
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 特定任意高齢者簡易講習

 特定任意高齢者通常講習

２ 次に掲げる手数料の額を改定することとした。（第１４条関係）

 運転免許試験手数料

 検査手数料

 再試験手数料

 免許証再交付手数料

 審査手数料

 技能検定員資格者証交付手数料

 技能検定員審査手数料

 教習指導員資格者証交付手数料

 教習指導員審査手数料

 講習手数料

 通知手数料

３ 自転車の運転による交通の危険を防止するための講習を受けようとする者から手数料を徴収することとし、その額

を講習１時間につき１，９００円とすることとした。（第１４条関係）

４ 施行期日

この条例は、平成２７年４月１日から施行することとした。ただし、３は、同年６月１日から施行することとした。

◇◇

◇秋田県議会委員会条例の一部を改正する条例（秋田県条例第４０号）

１ 農林水産委員会の委員及び産業観光委員会の委員の定数を、７人（現行８人）に改めることとした。（第２条関係）

２ 委員会に説明のため出席を求めることができる者として、教育委員会の教育長（現行教育委員会の委員長）を規定

することとした。（第１５条関係）

３ 施行期日等

⑴ この条例は、次の一般選挙により選挙された議員の任期が始まる日から施行することとした。ただし、２は、平

成２７年４月１日から施行することとした。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。

◇◇


